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１．財 務 諸 表



資産の部

Ⅰ 固定資産

１ 有形固定資産

土地 186,066,920

建物 118,243,080

減価償却累計額 △ 19,864,836 98,378,244

構築物 13,577,578

減価償却累計額 △ 1,710,772 11,866,806

器械備品 459,789,962

減価償却累計額 △ 243,899,300 215,890,662

車両 656,375

減価償却累計額 △ 438,458 217,917

建設仮勘定 498,013,900

有形固定資産合計 1,010,434,449

２ 無形固定資産

ソフトウェア 1,092,000

無形固定資産合計 1,092,000

３ 投資その他の資産

投資有価証券 158,924,622

破産更生債権等 4,775,031

貸倒引当金 △ 4,775,031 0

長期前払消費税等 51,286,717

その他投資資産 350,000

投資その他の資産合計 210,561,339

固定資産合計 1,222,087,788

Ⅱ 流動資産

現金及び預金 1,562,800,066

医業未収金 582,761,106

貸倒引当金 △ 2,387,167 580,373,939

未収入金 17,727,465

医薬品 25,567,400

前払費用 19,439,981

立替金 48,448

流動資産合計 2,205,957,299

資産合計 3,428,045,087

（令和５年３月３１日）

貸 借 対 照 表

（単位：円）
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（令和５年３月３１日）

貸 借 対 照 表

（単位：円）

負債の部

Ⅰ 固定負債

資産見返負債

資産見返補助金等 （注） 13,881,039

建設仮勘定見返補助金等 （注） 14,314,000 28,195,039

長期借入金 413,279,780

移行前地方債償還債務 57,810,864

引当金

退職給付引当金 595,126,673 595,126,673

長期未払金 295,996,637

長期リース債務 55,629,269

固定負債合計 1,446,038,262

Ⅱ 流動負債

一年以内返済予定
長期借入金

10,620,220

一年以内返済予定移行前
地方債償還債務

26,294,166

未払金 367,101,116

未払費用 14,745,043

一年以内支払予定リース債務 39,031,811

預り金 15,850,381

未払消費税等 1,692,800

引当金

賞与引当金 192,657,193 192,657,193

仮受金 2,930

流動負債合計 667,995,660

負債合計 2,114,033,922

純資産の部

Ⅰ 資本金

設立団体出資金 922,578,720

資本金合計 922,578,720

Ⅱ 利益剰余金

組織運営及び施設整備改善目的積立金 （注） 209,294,886

当期未処分利益 182,681,231

(うち当期総利益) (182,681,231)

利益剰余金合計 391,976,117

Ⅲ その他有価証券評価差額金 △ 543,672

純資産合計 1,314,011,165

負債純資産合計 3,428,045,087

（注）これらは、地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。
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（単位：円）

営業収益
医業収益 3,535,310,821
運営費負担金収益 （注） 355,563,000
運営費交付金収益 （注） 61,867,000
補助金等収益 （注） 284,975,420
資産見返補助金等戻入 （注） 7,610,529
その他営業収益 37,424,329
営業収益合計 4,282,751,099

営業費用
医業費用
給与費 2,406,938,722
材料費 404,856,229
減価償却費 130,673,223
経費 739,485,331
研究研修費 3,173,954 3,685,127,459

一般管理費
給与費 281,251,612
減価償却費 7,850,823
経費 16,685,773 305,788,208

営業費用合計 3,990,915,667
営業利益 291,835,432

営業外収益
運営費負担金収益 （注） 17,974,391
財務収益
受取利息 17 17

その他雑益 39,559,427
営業外収益合計 57,533,835

営業外費用
財務費用
支払利息 2,724,534 2,724,534

患者外給食材料費 1,273,213
寄附金 22,460,500
雑損失 125,465,375
営業外費用合計 151,923,622
経常利益 197,445,645

臨時利益
過年度損益修正益 3,098,066
賞与引当金戻入額 18,312,298 21,410,364

臨時損失
過年度損益修正損 36,139,986
固定資産除却損 34,792 36,174,778

当期純利益 182,681,231
当期総利益 182,681,231

（注）これらは、地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

損 益 計 算 書

（令和４年４月１日～令和５年３月３１日）
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（単位：円）

うち当期総利益
(又は当期総損

失)

922,578,720 0 209,294,886 0 △ 23,604 △ 23,604 1,131,850,002

0

Ⅰ 資本金の当期変動額 0

Ⅱ 資本剰余金の当期変動額 0

Ⅲ 利益剰余金（又は繰越欠損金）の当期変動額 0

（１） 利益の処分又は損失の処理 0

利益処分による積立 209,294,886 △ 209,294,886 0

（２） その他 0

当期純利益（又は当期純損失） 182,681,231 182,681,231 182,681,231

Ⅳ 評価・換算差額等の当期変動額（純額） △ 520,068 △ 520,068 △ 520,068

当期変動額合計 0 209,294,886 △ 26,613,655 182,681,231 △ 520,068 △ 520,068 182,161,163

922,578,720 209,294,886 182,681,231 182,681,231 △ 543,672 △ 543,672 1,314,011,165

純 資 産 変 動 計 算 書

（令和４年４月１日～令和５年３月３１日）

Ⅰ 資本金 Ⅲ 評価・換算差額等

純資産
合計設立団体

出資金
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

組織運営及び施
設整備改善目的

積立金

当期未処分利益
(又は当期未処理

損失)

Ⅱ 利益剰余金(又は繰越欠損金)

当期首残高

当期変動額

当期末残高
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（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

材料の購入による支出 △ 413,624,009

人件費支出 △ 2,735,393,847

その他の業務支出 △ 975,983,034

医業収入 3,524,285,901

運営費負担金収入 435,404,391

補助金等収入 283,768,125

その他の収入 85,583,073

小計 204,040,600

利息の受取額 17

利息の支払額 △ 2,736,845

業務活動によるキャッシュ・フロー 201,303,772

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の売却による収入 68,303,845

有形固定資産の取得による支出 △ 368,172,071

無形固定資産の取得による支出 △ 1,170,000

補助金等収入 15,886,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 285,152,226

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 381,400,000

移行前地方債償還債務の償還による支出 △ 31,094,617

リース債務の返済による支出 △ 46,015,873

財務活動によるキャッシュ・フロー 304,289,510

Ⅳ 資金増加額 220,441,056

Ⅴ 資金期首残高 1,342,359,010

Ⅵ 資金期末残高 1,562,800,066

キャッシュ・フロー計算書

（令和4年4月1日～令和5年3月31日）
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Ⅰ 当期未処分利益 182,681,231

当期総利益 182,681,231

Ⅱ 利益処分額

組織運営及び施設整備改善目的積立金 182,681,231 182,681,231

利益の処分に関する書類（案）

（単位：円）

科 目 金 額
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（単位：円）

Ⅰ 損益計算書上の費用
医業費用 3,685,127,459
一般管理費 305,788,208
財務費用 2,724,534
営業外費用 23,733,713
雑損失 125,465,375
臨時損失 36,174,778

損益計算書上の費用合計 4,179,014,067

Ⅱ 行政コスト 4,179,014,067

行政コスト計算書

（令和４年４月１日～令和５年３月３１日）

科 目 金 額
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注記事項

Ⅰ 重要な会計方針

１．運営費負担金収益及び運営費交付金収益の計上基準

期間進行基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

定額法を採用しております。

主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 ６～６０年

構 築 物 １０～６０年

器 械 備 品 ２～２０年

車 両 ５～ ６年

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。

（３）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を１円とする定額法によっております。

３．退職給付引当金の計上基準

４．賞与引当金の計上基準

５．貸倒引当金の計上基準

６.有価証券の評価基準及び評価方法

（１）その他有価証券

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理）

７．棚卸資産の評価基準及び評価方法

（１）医薬品 先入先出法に基づく低価法

８. リース取引の処理方法

９．消費税等の会計処理

１０．表示方法の変更
（１）純資産の部の表示方法の変更

その他有価証券の評価差額について、前事業年度まで利益剰余金の次に別に区分を設け、その他有価証券評価
差額金の科目により表示しておりましたが、地方独立行政法人会計基準等の改訂に伴い、当事業年度より、評
価・換算差額等のその他有価証券評価差額金として表示しております。

当事業年度より、改訂後の「地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解」（令和４年８月31日改
訂）並びに「『地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ【公営企業型版】」（令
和４年９月改訂）（以下「地方独立行政法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しております。
なお、地方独立行政法人会計基準等のうち、収益認識に関する会計基準の導入による改訂内容については、令和６事業

年度から適用します。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。なお、固定資産に係る控除対象外消費税及
び地方消費税は長期前払消費税等（投資その他の資産）に計上し、5年間で均等償却を行っています。

ただし、移行前地方債元金利息償還金、長期借入金元金利息償還金に要する経費については費用進行基準を採用
しております。

役職員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しており
ます。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

財源措置されない職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務（自己都合）の見込額に
基づき計上しております。

また、役員については、内規に基づく当事業年度末における要支給額を計上しております。

リース料総額が3,000,000円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じ
た会計処理によっております。
リース料総額が3,000,000円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。
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Ⅱ キャッシュ・フロー計算書関係

１．資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,562,800,066 円

資金期末残高 1,562,800,066 円

２．重要な非資金取引

該当ありません。

Ⅲ 行政コスト計算書関係

１．公営企業型地方独立行政法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト

行政コスト 4,179,014,067 円

自己収入等 △ 3,633,704,958 円

機会費用 3,589,587 円

地方独立行政法人の業務運営に関して

住民等の負担に帰せられるコスト 548,898,696 円

（内数）減価償却充当補助金 7,610,529 円

２．機会費用の計上方法

近隣の地代や賃貸料等を参考に計算しております。

10年利付国債の令和５年３月末利回りを参考に0.32％で計算しております。

Ⅳ オペレーティング･リース取引関係

該当ありません。

Ⅴ 重要な債務負担行為

該当ありません。

Ⅵ 重要な後発事象

該当ありません。

Ⅶ 金融商品の時価等の開示に関する事項

１．金融商品の状況に関する事項

２．金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

158,924,622 158,924,622 0

(84,105,030) (86,100,107) (1,995,077)

(423,900,000) (416,357,941) 7,542,059

（※1） 負債に計上されているものは（ ）で示しております。

（※2） 一年以内返済予定の債務を含めております。

当法人は、資金運用については預金、投資有価証券に限定し、資金調達については設立団体である玉野
市からの借入に限定しております。

（1）投資有価証券

（１）国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引から生ずる機会費用の計算方法

（２）地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率

（３）国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法

当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、公営企業型地方独立行政
法人での勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算しており
ます。

投資有価証券は、退職給付信託を保有しております。

（2）移行前地方債償還債務（※2）

（3）長期借入金（※2）

また、医業未収金は、内規に沿ってリスク管理を行っております。

また、現金は注記を省略しており、預金、未収入金、未払金及び短期借入金は短期間で決済されるため
時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

開示科目

9



３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

（１）時価で貸借対照表に計上している金融商品 （単位：円）

レベル1 レベル2 レベル3

0 158,924,622 0

0 158,924,622 0

（２）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 （単位：円）

レベル1 レベル2 レベル3

移行前地方債償還債務 0 86,100,107 0

長期借入金 0 416,357,941 0

0 502,458,048 0

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

レベル1の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

レベル2の時価：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

レベル3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

投資有価証券

移行前地方債償還債務及び長期借入金

Ⅷ 賃貸不動産の時価等の開示に関する事項
該当ありません。

Ⅸ 退職給付に係る事項
１．採用している退職給付制度の概要

２．確定給付制度
（１）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付引当金 622,770,102
退職給付費用 59,315,006
退職給付の支払額 △ 86,958,435

期末における退職給付引当金 595,126,673

（２）退職給付に関連する損益
簡便法で計算した退職給付費用 59,315,006

Ⅹ 固定資産の減損に係る事項

１．固定資産のグルーピング方法
当法人は単独の病院事業のみを運営しているため、全体で一つの資産グループとしております。

２．共用資産の概要及び減損の兆候の把握等における取扱い方法
該当ありません。

時価

時価

合計

158,924,622

158,924,622

区分

投資有価証券

退職給付信託

資産計

区分
合計

86,100,107

416,357,941

502,458,048

当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用しております。当該制度では、
給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算して
おります。

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

当法人が保有している投資有価証券は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認めら
れないため、その時価をレベル ２の時価に分類しております。

移行前地方債償還債務及び長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを
加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の三つのレベル
に分類しております。

負債計
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２．財 務 諸 表

（附 属 明 細 書）



（
単
位
：
円
）

当
期
償
却
額

当
期
損
益
内

当
期
損
益
外

有
形
固
定
資
産

建
物

1
1
8
,
2
4
3
,
0
8
0

0
0

1
1
8
,
2
4
3
,
0
8
0

1
9
,
8
6
4
,
8
3
6

9
,
9
3
2
,
4
1
8

0
0

0
9
8
,
3
7
8
,
2
4
4

(
減
価
償
却
費
）

構
築
物

1
3
,
5
7
7
,
5
7
8

0
0

1
3
,
5
7
7
,
5
7
8

1
,
7
1
0
,
7
7
2

8
5
5
,
3
8
6

0
0

0
1
1
,
8
6
6
,
8
0
6

器
械
備
品

4
3
2
,
8
7
2
,
4
6
8

3
1
,
8
8
9
,
7
0
0

4
,
9
7
2
,
2
0
6

4
5
9
,
7
8
9
,
9
6
2

2
4
3
,
8
9
9
,
3
0
0

1
2
5
,
4
4
7
,
3
2
9

0
0

0
2
1
5
,
8
9
0
,
6
6
2
（
注
１
）

車
両

6
5
6
,
3
7
5

0
0

6
5
6
,
3
7
5

4
3
8
,
4
5
8

2
1
9
,
2
2
9

0
0

0
2
1
7
,
9
1
7

建
設
仮
勘
定

1
9
5
,
5
8
6
,
0
0
0

3
0
2
,
4
2
7
,
9
0
0

0
4
9
8
,
0
1
3
,
9
0
0

0
0

0
0

0
4
9
8
,
0
1
3
,
9
0
0
（
注
２
）

計
7
6
0
,
9
3
5
,
5
0
1

3
3
4
,
3
1
7
,
6
0
0

4
,
9
7
2
,
2
0
6

1
,
0
9
0
,
2
8
0
,
8
9
5

2
6
5
,
9
1
3
,
3
6
6

1
3
6
,
4
5
4
,
3
6
2

0
0

0
8
2
4
,
3
6
7
,
5
2
9

有
形
固
定
資
産

建
物

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(
減
価
償
却
費
相
当
額
）

構
築
物

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

器
械
備
品

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

車
両

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

建
設
仮
勘
定

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

計
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

非
償
却
資
産

土
地

1
8
6
,
0
6
6
,
9
2
0

0
0

1
8
6
,
0
6
6
,
9
2
0

0
0

0
0

0
1
8
6
,
0
6
6
,
9
2
0

計
1
8
6
,
0
6
6
,
9
2
0

0
0

1
8
6
,
0
6
6
,
9
2
0

0
0

0
0

0
1
8
6
,
0
6
6
,
9
2
0

有
形
固
定
資
産
合
計

土
地

1
8
6
,
0
6
6
,
9
2
0

0
0

1
8
6
,
0
6
6
,
9
2
0

0
0

0
0

0
1
8
6
,
0
6
6
,
9
2
0

建
物

1
1
8
,
2
4
3
,
0
8
0

0
0

1
1
8
,
2
4
3
,
0
8
0

1
9
,
8
6
4
,
8
3
6

9
,
9
3
2
,
4
1
8

0
0

0
9
8
,
3
7
8
,
2
4
4

構
築
物

1
3
,
5
7
7
,
5
7
8

0
0

1
3
,
5
7
7
,
5
7
8

1
,
7
1
0
,
7
7
2

8
5
5
,
3
8
6

0
0

0
1
1
,
8
6
6
,
8
0
6

器
械
備
品

4
3
2
,
8
7
2
,
4
6
8

3
1
,
8
8
9
,
7
0
0

4
,
9
7
2
,
2
0
6

4
5
9
,
7
8
9
,
9
6
2

2
4
3
,
8
9
9
,
3
0
0

1
2
5
,
4
4
7
,
3
2
9

0
0

0
2
1
5
,
8
9
0
,
6
6
2

車
両

6
5
6
,
3
7
5

0
0

6
5
6
,
3
7
5

4
3
8
,
4
5
8

2
1
9
,
2
2
9

0
0

0
2
1
7
,
9
1
7

建
設
仮
勘
定

1
9
5
,
5
8
6
,
0
0
0

3
0
2
,
4
2
7
,
9
0
0

0
4
9
8
,
0
1
3
,
9
0
0

0
0

0
0

0
4
9
8
,
0
1
3
,
9
0
0

計
9
4
7
,
0
0
2
,
4
2
1

3
3
4
,
3
1
7
,
6
0
0

4
,
9
7
2
,
2
0
6

1
,
2
7
6
,
3
4
7
,
8
1
5

2
6
5
,
9
1
3
,
3
6
6

1
3
6
,
4
5
4
,
3
6
2

0
0

0
1
,
0
1
0
,
4
3
4
,
4
4
9

無
形
固
定
資
産

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

1
5
,
7
9
8
,
3
6
1

1
,
1
7
0
,
0
0
0

0
1
6
,
9
6
8
,
3
6
1

1
5
,
8
7
6
,
3
6
1

1
,
3
6
4
,
0
8
4

0
0

0
1
,
0
9
2
,
0
0
0

そ
の
他
無
形
固
定
資
産

1
,
4
1
1
,
2
0
0

0
0

1
,
4
1
1
,
2
0
0

1
,
4
1
1
,
2
0
0

7
0
5
,
6
0
0

0
0

0
0

計
1
7
,
2
0
9
,
5
6
1

1
,
1
7
0
,
0
0
0

0
1
8
,
3
7
9
,
5
6
1

1
7
,
2
8
7
,
5
6
1

2
,
0
6
9
,
6
8
4

0
0

0
1
,
0
9
2
,
0
0
0

投
資
そ
の
他
の
資
産

投
資
有
価
証
券

2
2
7
,
7
4
8
,
5
3
5

0
6
8
,
8
2
3
,
9
1
3

1
5
8
,
9
2
4
,
6
2
2

0
0

0
0

0
1
5
8
,
9
2
4
,
6
2
2
（
注
３
）

長
期
前
払
費
用

3
6
,
4
8
4
,
1
0
6

3
0
,
4
0
1
,
0
1
4

1
5
,
5
9
8
,
4
0
3

5
1
,
2
8
6
,
7
1
7

0
0

0
0

0
5
1
,
2
8
6
,
7
1
7

そ
の
他
投
資
資
産

5
0
,
0
0
0

3
0
0
,
0
0
0

0
3
5
0
,
0
0
0

0
0

0
0

0
3
5
0
,
0
0
0

計
2
6
4
,
2
8
2
,
6
4
1

3
0
,
7
0
1
,
0
1
4

8
4
,
4
2
2
,
3
1
6

2
1
0
,
5
6
1
,
3
3
9

0
0

0
0

0
2
1
0
,
5
6
1
,
3
3
9

（
注
１
）
当
期
増
加
額
の
う
ち
主
な
も
の
は
次
の
と
お
り
で
す
。

器
械
備
品

2
4
,
5
0
0
,
0
0
0
円

（
注
２
）
当
期
増
加
額
の
う
ち
主
な
も
の
は
次
の
と
お
り
で
す
。

建
設
仮
勘
定

1
2
3
,
7
8
0
,
0
0
0
円

8
2
,
5
4
4
,
0
0
0
円

9
0
,
6
0
3
,
9
0
0
円

（
注
３
）
当
期
減
少
額
の
う
ち
主
な
も
の
は
次
の
と
お
り
で
す
。

投
資
有
価
証
券

退
職
金
支
給
の
た
め
一
部
解
約

6
8
,
3
0
3
,
8
4
5
円

工
事
名
：
新
病
院
建
設
設
計
業
務

工
事
名
：
新
病
院
建
設
工
事

資
産
名
：
据
置
型
デ
ジ
タ
ル
式
乳
房
用
Ｘ
線
撮
影
装
置

工
事
名
：
新
病
院
建
設
に
係
る
既
存
施
設
解
体
工
事

（
１
）
固
定
資
産
の
取
得
及
び
処
分
、
減
価
償
却
費
(
「
第
８
５
特
定
施
設
で
あ
る
償
却
資
産
の
減
価
に
係
る
会
計
処
理
」
及
び
「
第
８
８
特
定
施
設
で
あ
る
有
形
固
定
資
産
の
除
去
費
用
等
の
会
計
処
理
」
に
よ
る
減
価
償
却
費
相
当
額
も
含
む
。
）
並
び
に
減
損

損
失
の
明
細

資
産
の
種
類

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

減
価
償
却
累
計
額

減
損
損
失
累
計
額

差
引
当
期
末
残
高

摘
要
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（
２
）
棚
卸
資
産
の
明
細

当
期
購
入
・

製
造
・
振
替

そ
の
他

払
出
・
振
替

そ
の
他

医
薬
品

2
3
,
4
2
5
,
8
8
7

3
0
6
,
8
2
0
,
4
8
7

0
3
0
4
,
6
7
8
,
9
7
4

0

計
2
3
,
4
2
5
,
8
8
7

3
0
6
,
8
2
0
,
4
8
7

0
3
0
4
,
6
7
8
,
9
7
4

0

（
３
）
有
価
証
券
の
明
細

投
資
そ
の
他
の
資
産
と
し
て
計
上
さ
れ
た
有
価
証
券

種
類
及
び
銘
柄

取
得
価
額

時
価

貸
借
対
照
表

計
上
額

当
期
費
用
に
含
ま
れ
た

評
価
差
額

投
資
信
託

1
5
9
,
4
6
8
,
2
9
4

1
5
8
,
9
2
4
,
6
2
2

1
5
8
,
9
2
4
,
6
2
2

0

合
計

1
5
9
,
4
6
8
,
2
9
4

1
5
8
,
9
2
4
,
6
2
2

1
5
8
,
9
2
4
,
6
2
2

0

貸
借
対
照
表
計
上
額

1
5
8
,
9
2
4
,
6
2
2

（
単
位
：
円
）

期
首
残
高

摘
要

2
5
,
5
6
7
,
4
0
0

期
末
残
高

2
5
,
5
6
7
,
4
0
0

種
類

そ
の
他
有
価
証
券

評
価
差
額

当
期
減
少
額

当
期
増
加
額

-
5
4
3
,
6
7
2

そ
の
他
有
価
証
券

-
5
4
3
,
6
7
2

（
単
位
：
円
）

摘
要
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（
４
）
移
行
前
地
方
債
償
還
債
務
の
明
細

（
単
位
：
円
）

銘
柄

期
首
残
高

当
期
増
加

当
期
減
少

期
末
残
高

利
率

償
還
期
限

摘
要

財
政
融
資
資
金

4
5
,
3
4
7
,
4
3
7

0
7
,
1
6
8
,
7
5
2

3
8
,
1
7
8
,
6
8
5

2
.
1
0
%

令
和
1
0
年
3
月
1
日

財
政
融
資
資
金

6
,
1
7
5
,
9
2
6

0
6
,
1
7
5
,
9
2
6

0
0
.
0
1
%

令
和
5
年
3
月
1
日

財
政
融
資
資
金

1
1
,
0
0
1
,
1
0
0

0
5
,
5
0
0
,
2
7
5

5
,
5
0
0
,
8
2
5

0
.
0
1
%

令
和
6
年
3
月
1
日

財
政
融
資
資
金

1
8
,
3
7
5
,
1
8
4

0
6
,
1
2
4
,
9
3
9

1
2
,
2
5
0
,
2
4
5

0
.
0
0
2
%

令
和
7
年
3
月
1
日

財
政
融
資
資
金

2
4
,
5
0
0
,
0
0
0

0
6
,
1
2
4
,
7
2
5

1
8
,
3
7
5
,
2
7
5

0
.
0
0
3
%

令
和
8
年
3
月
1
日

財
政
融
資
資
金

9
,
8
0
0
,
0
0
0

0
0

9
,
8
0
0
,
0
0
0

0
.
0
4
%

令
和
1
3
年
3
月
1
日

計
1
1
5
,
1
9
9
,
6
4
7

0
3
1
,
0
9
4
,
6
1
7

8
4
,
1
0
5
,
0
3
0

（
５
）
引
当
金
の
明
細

（
単
位
：
円
）

目
的
使
用

そ
の
他

退
職
給
付
引
当
金

6
2
2
,
7
7
0
,
1
0
2

5
9
,
3
1
5
,
0
0
6

8
6
,
9
5
8
,
4
3
5

0

賞
与
引
当
金

1
9
7
,
9
8
7
,
6
9
7

1
9
2
,
6
5
7
,
1
9
3

1
9
7
,
9
8
7
,
6
9
7

0

貸
倒
引
当
金

2
,
7
8
4
,
1
1
4

4
,
3
7
8
,
0
8
4

0
0

計
8
2
3
,
5
4
1
,
9
1
3

2
5
6
,
3
5
0
,
2
8
3

2
8
4
,
9
4
6
,
1
3
2

0

摘
要

区
分

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

5
9
5
,
1
2
6
,
6
7
3

1
9
2
,
6
5
7
,
1
9
3

7
,
1
6
2
,
1
9
8

7
9
4
,
9
4
6
,
0
6
4

期
末
残
高

13



（
６
）
積
立
金
等
の
明
細
及
び
目
的
積
立
金
の
取
崩
し
の
明
細

（
７
）
運
営
費
負
担
金
債
務
及
び
運
営
費
負
担
金
収
益
の
明
細

①
運
営
費
負
担
金
債
務

（
単
位
：
円
）

運
営
費
負
担
金

収
益

資
産

見
返

運
営
費
負
担
金

資
本
剰
余
金

小
計

令
和
４
年
度

3
7
3
,
5
3
7
,
3
9
1

3
7
3
,
5
3
7
,
3
9
1

0
0

3
7
3
,
5
3
7
,
3
9
1

0
0

合
計

3
7
3
,
5
3
7
,
3
9
1

3
7
3
,
5
3
7
,
3
9
1

0
0

3
7
3
,
5
3
7
,
3
9
1

0
0

②
運
営
費
負
担
金
収
益

（
単
位
：
円
）

業
務
等
区
分

令
和
４
年
度
支
給
分

合
計

期
間
進
行
基
準

3
5
5
,
5
6
3
,
0
0
0

3
5
5
,
5
6
3
,
0
0
0

費
用
進
行
基
準

1
7
,
9
7
4
,
3
9
1

1
7
,
9
7
4
,
3
9
1

合
計

3
7
3
,
5
3
7
,
3
9
1

3
7
3
,
5
3
7
,
3
9
1

期
末
残
高

当
期

振
替

額
交
付
年
度

期
首
残
高

負
担
金

当
期
交
付
額

引
当
金
見
返
と
の

相
殺
額

該
当
あ
り
ま
せ
ん
。

14



（
８
）
運
営
費
負
担
金
以
外
の
地
方
公
共
団
体
等
か
ら
の
財
源
措
置
の
明
細

補
助
金
等
の
明
細

（
単
位
：
円
）

建
設
仮
勘
定
見
返
補
助
金
等
資
産
見
返
補
助
金
等

資
本
剰
余
金

長
期
預
り
補
助
金
等

収
益
計
上

1
,
0
6
1
,
9
9
0

1
,
0
6
1
,
9
9
0

3
,
6
0
5
,
3
7
0

3
,
6
0
5
,
3
7
0

5
,
2
9
9
,
9
7
0

5
,
2
9
9
,
9
7
0

1
,
8
8
0
,
3
8
0

1
,
8
8
0
,
3
8
0

1
,
8
0
9
,
3
5
0

1
,
8
0
9
,
3
5
0

6
6
,
0
6
0

6
6
,
0
6
0

1
5
,
7
3
2

1
5
,
7
3
2

3
2
3
,
8
9
2

3
2
3
,
8
9
2

3
1
6
,
5
4
6

3
1
6
,
5
4
6

6
4
,
0
4
0

6
4
,
0
4
0

4
,
3
0
7

4
,
3
0
7

2
4
,
9
6
7

2
4
,
9
6
7

8
9
3
,
7
0
0

8
9
3
,
7
0
0

2
,
0
7
9
,
7
8
0

2
,
0
7
9
,
7
8
0

1
,
0
9
1
,
6
0
0

1
,
0
9
1
,
6
0
0

1
9
2
,
1
8
8

1
9
2
,
1
8
8

2
9
6
,
7
0
2

2
9
6
,
7
0
2

5
4
3
,
9
1
9

5
4
3
,
9
1
9

2
2
4
,
4
2
7

2
2
4
,
4
2
7

5
2
,
8
4
9
,
0
0
0

5
2
,
8
4
9
,
0
0
0

7
5
,
6
4
5
,
0
0
0

7
5
,
6
4
5
,
0
0
0

6
3
,
2
6
3
,
0
0
0

6
3
,
2
6
3
,
0
0
0

6
4
,
2
2
0
,
0
0
0

6
4
,
2
2
0
,
0
0
0

7
5
0
,
0
0
0

7
5
0
,
0
0
0

5
0
,
0
0
0

5
0
,
0
0
0

両
立
支
援
等
助
成
金
（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
小
学
校
休
業
等
対
応

コ
ー
ス
）

両
立
支
援
等
助
成
金
（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
小
学
校
休
業
等
対
応

コ
ー
ス
）

個
別
接
種
促
進
の
た
め
の
支
援
事
業
に
係
る
補
助
金
第
7
期

両
立
支
援
等
助
成
金
（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
小
学
校
休
業
等
対
応

コ
ー
ス
）

両
立
支
援
等
助
成
金
（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
小
学
校
休
業
等
対
応

コ
ー
ス
）

個
別
接
種
促
進
の
た
め
の
支
援
事
業
に
係
る
補
助
金
9
期

岡
山
県
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
患
者
等
入
院
病
床
確
保
事
業
補
助
金

岡
山
県
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
患
者
等
入
院
病
床
確
保
事
業
補
助
金

岡
山
県
診
療
・
検
査
医
療
機
関
休
日
診
療
体
制
確
保
支
援
補
助
金

岡
山
県
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
患
者
等
入
院
病
床
確
保
事
業
補
助
金

岡
山
県
診
療
・
検
査
医
療
機
関
休
日
診
療
体
制
確
保
支
援
補
助
金

差
額
分

岡
山
県
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
患
者
等
入
院
病
床
確
保
事
業
補
助
金

両
立
支
援
等
助
成
金
（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
小
学
校
休
業
等
対
応

コ
ー
ス
）

両
立
支
援
等
助
成
金
（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
小
学
校
休
業
等
対
応

コ
ー
ス
）

個
別
接
種
促
進
の
た
め
の
支
援
事
業
に
係
る
補
助
金
2
0
2
2
/
6
/
5
～
8
/
6

個
別
接
種
促
進
の
た
め
の
支
援
事
業
に
係
る
補
助
金
8
期

両
立
支
援
等
助
成
金
（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
小
学
校
休
業
等
対
応

コ
ー
ス
）

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
る
小
学
校
休
業
等
対
応
助
成
金

個
別
接
種
促
進
の
た
め
の
支
援
事
業
に
係
る
補
助
金
2
0
2
2
/
1
0
/
2
～
1
2
/
3

両
立
支
援
等
助
成
金
（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
小
学
校
休
業
等
対
応

コ
ー
ス
）

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
る
小
学
校
休
業
等
対
応
助
成
金

個
別
接
種
促
進
の
た
め
の
支
援
事
業
に
係
る
補
助
金
2
0
2
2
/
1
2
/
4
～

2
0
2
3
/
2
/
4

両
立
支
援
等
助
成
金
（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
小
学
校
休
業
等
対
応

コ
ー
ス
）

個
別
接
種
促
進
の
た
め
の
支
援
事
業
に
係
る
補
助
金
2
0
2
2
/
8
/
7
～
1
0
/
1

区
分

当
期
交
付
額

左
の

会
計

処
理

内
訳

摘
要

個
別
接
種
促
進
の
た
め
の
支
援
事
業
に
係
る
補
助
金
2
0
2
2
/
4
/
1
～
6
/
4
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建
設
仮
勘
定
見
返
補
助
金
等
資
産
見
返
補
助
金
等

資
本
剰
余
金

長
期
預
り
補
助
金
等

収
益
計
上

区
分

当
期
交
付
額

左
の

会
計

処
理

内
訳

摘
要

8
5
0
,
0
0
0

8
5
0
,
0
0
0

1
,
4
0
0
,
0
0
0

1
,
4
0
0
,
0
0
0

6
0
0
,
0
0
0

6
0
0
,
0
0
0

2
8
6
,
0
0
0

2
6
0
,
0
0
0

2
6
,
0
0
0

1
3
5
,
0
0
0

1
3
5
,
0
0
0

1
,
5
2
8
,
0
0
0

1
,
5
2
8
,
0
0
0

6
0
,
0
0
0

6
0
,
0
0
0

1
,
3
0
4
,
0
0
0

1
5
6
,
0
0
0

1
,
1
4
8
,
0
0
0

1
7
1
,
0
0
0

1
5
6
,
0
0
0

1
5
,
0
0
0

1
0
0
,
0
0
0

1
0
0
,
0
0
0

1
,
2
8
0
,
0
0
0

1
,
2
8
0
,
0
0
0

1
,
0
0
0
,
0
0
0

1
,
0
0
0
,
0
0
0

0

1
0
1
,
2
5
0

1
0
1
,
2
5
0

9
4
,
5
0
0

9
4
,
5
0
0

2
4
0
,
0
0
0

2
4
0
,
0
0
0

3
0
0
,
0
0
0

3
0
0
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0

2
0
,
0
0
0

2
0
,
0
0
0

1
0
1
,
2
5
0

1
0
1
,
2
5
0

9
4
,
5
0
0

9
4
,
5
0
0

3
0
0
,
0
0
0

3
0
0
,
0
0
0

1
4
,
3
1
4
,
0
0
0

1
4
,
3
1
4
,
0
0
0

0

3
0
0
,
8
6
1
,
4
2
0

1
4
,
3
1
4
,
0
0
0

1
,
5
7
2
,
0
0
0

0
0

2
8
4
,
9
7
5
,
4
2
0

合
計

令
和
４
年
度
「
ふ
れ
あ
い
看
護
体
験
」
補
助
金

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
「
医
療
崩
壊
」
防
止
活
動
支
援
助
成
金

（
Y
a
h
o
o
!
基
金
）

玉
野
市
物
価
高
騰
等
対
策
医
療
機
関
・
障
害
・
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
等
支

援
金

令
和
4
年
度

病
院
等
で
開
催
す
る
「
未
就
業
者
対
象
の
看
護
技
術
講
習

会
」
へ
の
助
成
金

令
和
4
年
度

休
日
当
番
医

協
力
金

玉
野
市
医
師
会

二
次
救
急
協
力
金

玉
野
市
医
師
会

二
次
救
急
協
力
金

玉
野
市
物
価
高
騰
等
対
策
医
療
機
関
・
障
害
・
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
等
支

援
金

令
和
4
年
度
岡
山
県
地
域
医
療
介
護
総
合
確
保
基
金
事
業
補
助
金

岡
山
県
医
療
・
福
祉
施
設
等
物
価
高
騰
対
策
支
援
金

玉
野
市
医
師
会

二
次
救
急
協
力
金

岡
山
県
診
療
・
検
査
医
療
機
関
休
日
診
療
体
制
確
保
支
援
補
助
金

岡
山
県
診
療
・
検
査
医
療
機
関
休
日
診
療
体
制
確
保
支
援
補
助
金

令
和
4
年
度
岡
山
県
地
域
医
療
介
護
総
合
確
保
基
金
事
業
補
助
金

岡
山
県
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
患
者
等
入
院
医
療
機
関
等
設
備
整
備

費
補
助
金

岡
山
県
診
療
・
検
査
医
療
機
関
休
日
診
療
体
制
確
保
支
援
補
助
金

岡
山
県
医
療
・
福
祉
施
設
等
物
価
高
騰
対
策
支
援
金

玉
野
市
医
師
会

二
次
救
急
協
力
金

岡
山
県
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
患
者
等
入
院
医
療
機
関
等
設
備
整
備

費
補
助
金

令
和
4
年
度
岡
山
県
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
を
疑
う
患
者
受
入
れ
の

た
め
の
救
急
・
周
産
期
・
小
児
医
療
体
制
確
保
事
業
費
補
助
金

令
和
4
年
度
岡
山
県
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
を
疑
う
患
者
受
入
れ
の

た
め
の
救
急
・
周
産
期
・
小
児
医
療
体
制
確
保
事
業
費
補
助
金

岡
山
県
診
療
・
検
査
医
療
機
関
休
日
診
療
体
制
確
保
支
援
補
助
金
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（
９
）
役
員
及
び
職
員
の
給
与
の
明
細

1
8
,
7
8
0
,
0
0
0

1
0

0

（
3
9
0
,
0
0
0
）

（
4
）

（
0
）

（
0
）

1
,
7
2
0
,
8
8
0
,
2
9
9

2
7
9

7
1
,
3
1
9
,
3
0
5

1
6

（
5
0
1
,
4
6
8
,
5
8
6
）

（
1
9
6
）

（
0
）

（
0
）

1
,
7
3
9
,
6
6
0
,
2
9
9

2
8
0

7
1
,
3
1
9
,
3
0
5

1
6

（
5
0
1
,
8
5
8
,
5
8
6
）

（
2
0
0
）

（
0
）

（
0
）

（
注
１
）
支
給
額
及
び
支
給
人
員

臨
時
的
任
用
職
員
・
非
常
勤
役
職
員
に
つ
い
て
は
、
外
数
と
し
て
（

）
内
に
記
載
し
て
お
り
ま
す
。

ま
た
、
支
給
人
員
に
つ
い
て
は
平
均
支
給
人
数
で
記
載
し
て
お
り
ま
す
。

（
注
２
）
役
員
報
酬
基
準
及
び
職
員
給
与
基
準
の
概
要

役
員
報
酬
に
つ
い
て
は
、
「
地
方
独
立
行
政
法
人
玉
野
医
療
セ
ン
タ
ー
役
員
報
酬
等
規
程
」
に
基
づ
き
支
給
し
て
お
り
ま
す
。

職
員
に
つ
い
て
は
、
「
地
方
独
立
行
政
法
人
玉
野
医
療
セ
ン
タ
ー
職
員
給
与
規
程
」
に
基
づ
き
支
給
し
て
お
り
ま
す
。

（
注
３
）
法
定
福
利
費

上
記
明
細
に
は
法
定
福
利
費
は
含
め
て
お
り
ま
せ
ん
。

（
単
位
：
円
，
人
）

支
給

額
支
給
人
員

退
職
手
当

職
員

合
計

支
給

額
支
給
人
員

区
分

役
員

報
酬
又
は
給
与
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（
１
０
）
開
示
す
べ
き
セ
グ
メ
ン
ト
情
報

（
単
位
：
円
）

玉
野
市
民
病
院

玉
野
三
井
病
院

計
法
人
本
部

合
計

営
業
収
益

2
,
6
4
3
,
7
8
8
,
1
7
1

1
,
6
3
8
,
0
2
1
,
2
2
4

4
,
2
8
1
,
8
0
9
,
3
9
5

9
4
1
,
7
0
4

4
,
2
8
2
,
7
5
1
,
0
9
9

2
,
0
9
1
,
4
9
2
,
6
9
0

1
,
4
4
3
,
8
1
8
,
1
3
1

3
,
5
3
5
,
3
1
0
,
8
2
1

0
3
,
5
3
5
,
3
1
0
,
8
2
1

1
7
2
,
9
3
8
,
6
2
9

1
8
1
,
6
8
2
,
6
6
7

3
5
4
,
6
2
1
,
2
9
6

9
4
1
,
7
0
4

3
5
5
,
5
6
3
,
0
0
0

6
1
,
8
6
7
,
0
0
0

0
6
1
,
8
6
7
,
0
0
0

0
6
1
,
8
6
7
,
0
0
0

2
7
6
,
6
1
4
,
3
5
4

8
,
3
6
1
,
0
6
6

2
8
4
,
9
7
5
,
4
2
0

0
2
8
4
,
9
7
5
,
4
2
0

7
,
5
5
9
,
7
7
9

5
0
,
7
5
0

7
,
6
1
0
,
5
2
9

0
7
,
6
1
0
,
5
2
9

3
3
,
3
1
5
,
7
1
9

4
,
1
0
8
,
6
1
0

3
7
,
4
2
4
,
3
2
9

0
3
7
,
4
2
4
,
3
2
9

営
業
費
用

2
,
3
2
4
,
1
8
4
,
0
1
2

1
,
6
1
1
,
1
2
5
,
3
0
4

3
,
9
3
5
,
3
0
9
,
3
1
6

5
5
,
6
0
6
,
3
5
1

3
,
9
9
0
,
9
1
5
,
6
6
7

2
,
1
8
4
,
1
3
6
,
9
5
0

1
,
4
9
9
,
2
6
8
,
5
1
7

3
,
6
8
3
,
4
0
5
,
4
6
7

1
,
7
2
1
,
9
9
2

3
,
6
8
5
,
1
2
7
,
4
5
9

1
4
0
,
0
4
7
,
0
6
2

1
1
1
,
8
5
6
,
7
8
7

2
5
1
,
9
0
3
,
8
4
9

5
3
,
8
8
4
,
3
5
9

3
0
5
,
7
8
8
,
2
0
8

営
業
損
益

3
1
9
,
6
0
4
,
1
5
9

2
6
,
8
9
5
,
9
2
0

3
4
6
,
5
0
0
,
0
7
9

△
5
4
,
6
6
4
,
6
4
7

2
9
1
,
8
3
5
,
4
3
2

営
業
外
収
益

3
3
,
3
2
2
,
5
6
2

2
2
,
5
2
6
,
8
1
9

5
5
,
8
4
9
,
3
8
1

1
,
6
8
4
,
4
5
4

5
7
,
5
3
3
,
8
3
5

1
7
,
3
5
2
,
4
4
8

7
,
1
1
5

1
7
,
3
5
9
,
5
6
3

6
1
4
,
8
2
8

1
7
,
9
7
4
,
3
9
1

1
5
,
9
7
0
,
1
1
4

2
2
,
5
1
9
,
7
0
4

3
8
,
4
8
9
,
8
1
8

1
,
0
6
9
,
6
2
6

3
9
,
5
5
9
,
4
4
4

営
業
外
費
用

8
5
,
8
1
6
,
6
5
0

2
7
,
6
5
9
,
9
8
2

1
1
3
,
4
7
6
,
6
3
2

3
8
,
4
4
6
,
9
9
0

1
5
1
,
9
2
3
,
6
2
2

9
3
5
,
9
2
9

5
8
6
,
3
2
7

1
,
5
2
2
,
2
5
6

1
,
2
0
2
,
2
7
8

2
,
7
2
4
,
5
3
4

8
4
,
8
8
0
,
7
2
1

2
7
,
0
7
3
,
6
5
5

1
1
1
,
9
5
4
,
3
7
6

3
7
,
2
4
4
,
7
1
2

1
4
9
,
1
9
9
,
0
8
8

経
常
損
益

2
6
7
,
1
1
0
,
0
7
1

2
1
,
7
6
2
,
7
5
7

2
8
8
,
8
7
2
,
8
2
8

△
9
1
,
4
2
7
,
1
8
3

1
9
7
,
4
4
5
,
6
4
5

総
資
産

1
,
2
8
5
,
2
0
3
,
9
2
6

6
3
3
,
3
8
3
,
0
9
9

1
,
9
1
8
,
5
8
7
,
0
2
5

1
,
5
0
9
,
4
5
8
,
0
6
2

3
,
4
2
8
,
0
4
5
,
0
8
7

（
主
要
資
産
内
訳
）

固
定
資
産

有
形
固
定
資
産

4
2
0
,
5
6
0
,
3
3
9

6
8
,
3
0
7
,
7
3
7

4
8
8
,
8
6
8
,
0
7
6

5
2
1
,
5
6
6
,
3
7
3

1
,
0
1
0
,
4
3
4
,
4
4
9

流
動
資
産

現
金
及
び
預
金

4
9
2
,
8
8
7
,
3
8
1

3
2
6
,
0
8
4
,
7
6
4

8
1
8
,
9
7
2
,
1
4
5

7
4
3
,
8
2
7
,
9
2
1

1
,
5
6
2
,
8
0
0
,
0
6
6

医
業
未
収
金

3
5
6
,
6
9
1
,
9
0
1

2
2
3
,
6
8
2
,
0
3
8

5
8
0
,
3
7
3
,
9
3
9

0
5
8
0
,
3
7
3
,
9
3
9

（
注
）
セ
グ
メ
ン
ト
の
区
分
に
つ
い
て
は
、
当
法
人
の
施
設
に
応
じ
、
「
玉
野
市
民
病
院
」
、
「
玉
野
三
井
病
院
」
に
区
分
し
て
お
り
ま
す
。

運
営
費
負
担
金
収
益

そ
の
他
営
業
外
収
益

財
務
費
用

そ
の
他
営
業
外
費
用

区
分

医
業
収
益

運
営
費
負
担
金
収
益

補
助
金
等
収
益

資
産
見
返
負
債
戻
入

医
業
費
用

一
般
管
理
費

そ
の
他
営
業
収
益

運
営
費
交
付
金
収
益
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（１１）医業費用及び一般管理費の明細

（単位：円）

医業費用

給与費

給料 1,213,918,497

手当 515,761,476

賞与 148,343,883

賞与引当金繰入額 168,726,407

退職金 115,556

退職給付費用 58,122,099

法定福利費 301,950,804 2,406,938,722

材料費

薬品費 304,497,774

診療材料費 91,973,599

給食材料費 5,702,443

医療消耗備品費 2,596,913

工事材料費 85,500 404,856,229

減価償却費

建物減価償却費 9,932,418

構築物減価償却費 855,386

器械備品減価償却費 117,596,506

車両減価償却費 219,229

無形固定資産減価償却費 2,069,684 130,673,223

経費

厚生福利費 3,896,754

報償費 501,000

旅費交通費 6,634,638

職員被服費 896,824

消耗品費 19,160,690

消耗備品費 2,691,771

光熱水費 93,542,514

燃料費 31,310,150

食糧費 737,745

印刷製本費 1,896,429

修繕費 26,838,407

保険料 4,711,358

賃借料 135,160,139

通信運搬費 6,458,296

委託料 396,763,064

諸会費 2,372,914

手数料 392,351

交際費 3,400

貸倒引当金繰入額 4,378,084

雑費 1,138,803 739,485,331

研究研修費

図書費 2,195,419

旅費 369,295

研究雑費 609,240 3,173,954

医業費用合計 3,685,127,459

科 目 金 額
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（単位：円）

一般管理費

給与費

給料 125,290,712

手当 42,225,011

賞与 17,891,873

賞与引当金繰入額 23,930,786

役員報酬 17,925,000

役員退職給付費用 750,000

退職給付費用 442,907

法定福利費 52,795,323 281,251,612

減価償却費

器械備品減価償却費 7,850,823 7,850,823

経費

厚生福利費 230,351

旅費交通費 11,964

消耗品費 229,760

印刷製本費 79,918

賃借料 1,330,117

通信運搬費 35,383

委託料 12,240,313

諸会費 20,000

手数料 1,533,087

交際費 792,357

租税公課 127,450

雑費 55,073 16,685,773

一般管理費合計 305,788,208

科 目 金 額

20



（
１
２
）
上
記
以
外
の
主
な
資
産
、
負
債
、
費
用
及
び
収
益
の
明
細

（
現
金
及
び
預
金
の
内
訳
）

（
単
位
：
円
）

現
金

2
,
4
2
6
,
0
5
5
つ
り
銭
・
窓
口
収
入

他

（
普
通
預
金
）

地
方
独
立
行
政
法
人
玉
野
医
療
セ
ン
タ
ー

6
2
0
,
5
0
8
,
2
1
0
中
国
銀
行
宇
野
支
店
口
座

玉
野
市
民
病
院

4
9
2
,
1
0
4
,
2
0
8
中
国
銀
行
宇
野
支
店
口
座

玉
野
三
井
病
院

3
2
5
,
2
3
2
,
4
4
2
中
国
銀
行
宇
野
支
店
口
座

退
職
給
付
債
務
承
継
金

1
2
2
,
5
2
9
,
1
5
1
中
国
銀
行
宇
野
支
店
口
座

合
計

1
,
5
6
2
,
8
0
0
,
0
6
6

（
医
業
未
収
金
）

（
単
位
：
円
）

入
院
未
収
金

4
0
1
,
0
9
7
,
2
6
6
う
ち
診
療
報
酬
分
（
公
費
負
担
）

3
7
1
,
8
1
4
,
9
1
2
円

外
来
未
収
金

1
4
7
,
0
9
6
,
3
7
3
う
ち
診
療
報
酬
分
（
公
費
負
担
）

1
4
1
,
2
4
4
,
7
1
5
円

そ
の
他
未
収
金

3
4
,
5
6
7
,
4
6
7
介
護
収
益

他

合
計

5
8
2
,
7
6
1
,
1
0
6

（
未
払
金
）

（
単
位
：
円
）

固
定
資
産
取
得
に
係
る
未
払
金

1
0
7
,
0
8
1
,
1
5
8
玉
野
医
療
セ
ン
タ
ー
新
病
院
建
設
工
事

他

人
件
費

5
8
,
9
4
8
,
5
9
1

材
料
購
入
に
係
る
未
払
金

4
3
,
7
8
9
,
9
0
4

そ
の
他

1
5
7
,
2
8
1
,
4
6
3

合
計

3
6
7
,
1
0
1
,
1
1
6

区
分

期
末
残
高

備
考

区
分

期
末
残
高

備
考

区
分

期
末
残
高

備
考
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３．添 付 資 料

令和４年度 決算報告書

令和４年度 事業報告書



令和４年度 決算報告書



【地方独立行政法人玉野医療センター】 （単位：円）

予 算 決 算
差 額

（決算－予算） 備 考

収入

営業収益 4,433,037,000 4,305,200,840 △ 127,836,160

医業収益 3,982,769,000 3,565,371,091 △ 417,397,909 *1

運営費負担金・交付金 417,430,000 417,430,000 0

その他営業収益 32,838,000 322,399,749 289,561,749 *2

営業外収益 45,065,000 44,518,684 △ 546,316

運営費負担金収益 5,398,000 1,232,290 △ 4,165,710

その他営業外収益 39,667,000 43,286,394 3,619,394

資本収入 2,004,842,000 398,142,101 △ 1,606,699,899 *3

運営費負担金 16,743,000 16,742,101 △ 899

長期借入金 1,988,099,000 381,400,000 △ 1,606,699,000 *3

計 6,482,944,000 4,747,861,625 △ 1,735,082,375

支出

営業費用 3,997,572,000 3,684,043,321 △ 313,528,679

医業費用 3,698,158,000 3,409,219,224 △ 288,938,776

給与費 2,392,000,000 2,183,253,845 △ 208,746,155 *4

材料費 442,158,000 414,772,326 △ 27,385,674

経費 849,000,000 807,707,053 △ 41,292,947

研究研修費 15,000,000 3,486,000 △ 11,514,000

一般管理費 299,414,000 274,824,097 △ 24,589,903

営業外費用 64,000,000 26,567,534 △ 37,432,466

資本支出 2,067,343,000 446,452,562 △ 1,620,890,438 *5

建設改良費 1,991,040,000 369,342,071 △ 1,621,697,929 *5

償還金 76,303,000 77,110,491 807,491

その他の支出 1,500,000 0 △ 1,500,000

計 6,130,415,000 4,157,063,417 △ 1,973,351,583

352,529,000 590,798,208 238,269,208

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分等の相違の概要は、以下のとおりであります。

（１）損益計算書の営業外収益の以下の科目の一部は、決算報告書上は資本収入に含まれております。

運営費負担金収益のうち、移行前地方債の元金償還に充てたものは、資本収入の「運営費負担金」としております。

（２）損益計算書において計上されている現物による収入・費用は含んでおりません。

（３）損益計算書の営業収益に計上されている資産見返補助金戻入は、決算額に含んでおりません。

（４）上記数値は消費税等込みの金額を記載しております。

*1 当初の患者見込数より患者数が減少したことによるもの

*2 新型コロナウイルス感染症に係る補助金を受けたことによるもの

*3 建設工事の計画の変更により借入も翌年度へ持ち越しによるもの

*4 当初の人員配置より採用人数が少ないことによるもの

*5 建設工事の計画の変更によるもの

区 分

令 和 ４年 度 決 算 報 告 書

単年度資金収支（収入－支出）



 

 

 

 

 

 

 

令和４年度 事業報告書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自 令和４年４月 １日 

至 令和５年３月３１日 
 

 

 

  



１．現況（令和５年３月３１日現在） 
 

（１）法人名  地方独立行政法人玉野医療センター 

 

（２）所在地  岡山県玉野市宇野２丁目３番１号 

 

（３）設立年月日  令和３年４月１日 

 

（４）運営する病院 

病院名 所在地 病床数 

玉野市民病院 玉野市宇野２丁目３番１号 
一般病床 １９９床 

計 １９９床 

玉野三井病院 玉野市玉３丁目２番１号 

一般病床 ６０床 

療養病床 ５０床 

計 １１０床 

 

（５）役員の状況 

役員名 氏名 備考 

理事⾧ 佐藤 利雄  

理事 

磯嶋 浩二 玉野三井病院 病院⾧ 

山原 茂裕 玉野市民病院 病院⾧ 

三島 康男 玉野市民病院 名誉病院⾧ 

武久 洋三 医療法人平成博愛会 理事⾧ 

前田 嘉信 岡山大学病院 病院⾧ 

監事 
福原 一義 公認会計士・税理士 

小林 裕彦 弁護士 

 

  



（６）職員数（令和３年度末現在） 

 

職種 正職員 再雇用職員 任期付職員 非常勤・パート 

医師 13 人 4 人 0 人 63 人 

看護職 112 人 10 人 3 人 41 人 

医療技術職 74 人 3 人 0 人 6 人 

事務職 27 人 1 人 2 人 17 人 

その他職種 17 人 2 人 1 人 38 人 

計 243 人 20 人 6 人 165 人 

 

 

２．地方独立行政法人玉野医療センターの理念、方針 
 

（１）基本理念 

～ 玉野に暮らす命は、玉野の地で守ります ～ 

玉野の地で祝福されて生を享け、 

おだやかに育ち、 

力強く根を張り、 

そして玉野の地で安らかに生の終わりと向き合う。 

そんな玉野の地で生きる人を支え続けます。 

 

 

（２）基本方針・経営方針 

１．地域の中核病院として、急性期から慢性期、予防医療まで全ての健康のトータル

マネジメントを提供します。 

２．病める方の権利と意思を尊重した、安心・安全な医療を行います。 

３．地域との医療連携を深め、暮らしに密着した信頼される医療づくりに貢献します。 

４．優れた医療従事者の人材育成に努め、医療の質の向上をめざします。 

５．健全で自立した病院経営を行います。 

  



３．全体状況 
 

（１）法人運営の総括 

 

地方独立行政法人玉野医療センターは、玉野市民病院、玉野三井病院の運営を効率的に

行い、安定的な経営基盤を確立するとともに、２病院を令和７年１月開院予定の新病院へ統

合し、地域における中核医療機関として、将来に向けて持続可能な医療を提供するために、

令和３年４月１日に設立された。 

法人化２年度目の令和４年度は、新型コロナウイルスのさらなる感染拡大に伴い、受診控

えによる外来、入院収益は悪化傾向にある一方で、職員にも陽性者や濃厚接触者が多数発生

し勤務できない状況となる中、発熱外来や新型コロナウイルス感染患者の入院受入れ要請

が急増し、限られた職員で対応しなければならない状況となった。 

さらに２病院での院内感染やクラスター発生に伴う対応が必要となるなど、職員の疲弊

もピークに達し、新規受け入れ停止による入院患者数の落ち込みが続き、経営面のみならず

運営面においても大変厳しい状況となった。 

こうした中、地方独立行政法人化のメリットを最大限発揮できるよう、新型コロナウイル

ス感染症対策など、迅速な対応が求められる状況にあっては、理事⾧を中心に意思決定を行

い、行政と連携しながらワクチン接種への積極的な取り組みや発熱外来の設置、感染患者の

入院受け入れのための病床確保など、公的病院としての役割の遂行にも努めた。 

また、玉野市民病院と玉野三井病院の効率的な運営を目指し、法人本部において法人全体の

経営企画、経理、人事給与処理を一元管理する体制の構築を行うとともに、２病院統合後の新

病院の運営を視野に、各部門での２病院間の人事異動、人事交流も定期的に行った。 

新病院建設については、令和５年２月に起工式を行い、いよいよ工事に着手したところです

が、運営面についても専門コンサルティングの知見を活用しながら、新しい受付方法や外来診

療、病棟運営など２病院のスタッフ合同で部門ごとにワーキンググループを設置し、業務のマ

ニュアル化など新病院への円滑な移行と運営に向けた取り組みにも着手したところである。 

経営状況につきましては、新病院に統合するまでの間は、これまでの２病院体制を継続す

るため、大幅な収益増加は見込めないうえ、新型コロナウイルスのさらなる感染拡大に伴う

受診控えによる影響などによりに、令和４年度においても入院、外来収益は目標を下回る結

果となりましたが、新型コロナウイルス感染症への対応として、ワクチン接種や発熱外来の

設置、感染症患者の入院受け入れを積極的に行うなどした結果、医業収支比率は 88.5％と

目標値の 96.7％を下回りましたが、経常収支比率は 104.7％と目標値の 100.6％を上回る結

果となった。 

今後は、新型コロナウイルス感染症の５類移行により補助金等が廃止されるとともに、急

激な光熱費や物価高騰などにより、医療を取り巻く環境は、より一層厳しい状況となるもの

と思われますが、地域の中核医療機関として持続可能な医療の提供に向け、効率的な病院運

営と安定的な経営基盤の確立に努める。  



（２）大項目ごとの特記事項 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

担うべき医療提供体制については、救急医療では新型コロナウイルス感染拡大の

影響もあり、受入件数は減っていないものの受電件数が大幅増となったことに伴い

受入率が大幅に下がったため目標値を達成できなかったが、リハビリテーション医

療や検診・予防医療については、一部目標値を達成できた。 

在宅医療など将来の地域における医療ニーズを視野に入れた体制整備が課題であ

る。 

また、小児・周産期医療については、市と連携しながら診療体制の充実に向けて引

き続き岡山大学への要請等を行った。 

新病院建設については、感染症への対応や免震構造を取り入れた新病院の実施設

計の取りまとめを行い、令和５年２月に建設工事に着手した。 

災害対応では事業継続計画（ＢＣＰ）の策定など課題は残るものの、新興感染症対

応については、２病院が協力し入院患者の受け入れを行い、自治体とも連携しながら

新型コロナウイルス感染症に対応することができた。 

医療の質の向上については、２病院体での各病院単位では人的資源が限られるた

め、将来１つの病院となることを念頭に置き、各部門での人事交流や人事異動などを

積極的に行い、２病院連携による効率的かつ効果的な医療提供体制の構築を推進し、

医療の質の向上を図った。 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

地方独立行政法人化によるメリットを最大限発揮できるよう、新型コロナウイル

ス感染症対策など、迅速な対応が求められる課題については、理事⾧を中心に戦略会

議で意思決定を行い速やかに対応した。 

 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

経営基盤の確立については、新型コロナウイルス感染症患者の積極的な入院受け

入れを行ったが、受診控えによる影響により、全体では入院・外来患者数が減少し、

医業収支比率は年度目標を下回った。一方、経常収支比率では、新型コロナ関連補助

金により営業収益が増収となったため黒字となり、年度目標を達成できた。 

収入の確保と経費の節減については、新型コロナの影響による入院・外来患者数の

減少、感染症患者の受け入れに必要な病床の確保の影響などにより、病床稼働率は年

度目標を下回ったが、２病院連携による新型コロナ患者の入院受入れや、ワクチン接

種、発熱外来の開設など新型コロナ感染症対策に努め、公的病院としての使命を果た

すことで結果的に収入確保につながった。 

経費については、急激な光熱費や物価高騰など厳しい状況であったが、SPD の一



本化や２病院共同購入に取り組むなど削減に努めた。 

 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

１ 新病院の整備 

地域医療の中核を担う病院として、将来的な医療需要も勘案した適正かつ多様な機能を

備えた新病院の整備を進めるとともに、本市の医療連携の拠点としての役割を担うことの

できる施設整備を推進する。 

２ 新病院への移行 

患者や医療機器の移転から、開院時の混乱を極力減らすことのできるよう、十分な準備の

もと、円滑な移行作業のための準備を行う。 

  



第６ 予算、収支計画及び資金計画 

 

１ 予算 （単位：百万円） 

区分 予算 決算 決算－予算 

収入    

 営業収益 4,433 4,304 △ 129 
  医業収益 3,983 3,565 △ 418 
  運営費負担金交付金 417 417 0 
  その他営業収益 33 322 289 
 営業外収益 45 45 0 
  運営費負担金 5 1 △ 4 
  その他の営業外収益 40 44 4 
 資本収入 2,005 398 △ 1,607 
  運営費負担金 17 17 0 
  ⾧期借入金 1,988 381 △ 1,607 
  その他資本収入 0 0 0 
 その他の収入 0 0 0 
 計 6,483 4,747 △ 1,736 
    

支出    

 営業費用 3,998 3,684 △ 314 
  医業費用 3,698 3,409 △ 289 
    給与費 2,392 2,183 △ 209 
    材料費 442 415 △ 27 
    経費 849 808 △ 41 
    研究研修費 15 3 △ 12 
  一般管理費 300 275 △ 25 
 営業外費用 64 27 △ 37 
 資本支出 2,067 446 △ 1,621 
  建設改良費 1,991 369 △ 1,622 
  償還金 76 77 1 
 その他の支出 1 0 △ 1 
 計 6,130 4,157 △ 1,973     

 

  



２ 収支計画  （単位：百万円） 

区分 予算 決算 決算－予算 

収入の部 4,495 4,361 △ 134 
 営業収益 4,450 4,282 △ 168 
  医業収益 3,983 3,535 △ 448 
  運営費負担金 417 417 0 
  資産見返負債戻入 17 8 △ 9 
  その他営業収益 33 322 289 
 営業外収益 45 58 13 
  運営費負担金 5 18 13 
  その他の営業外収益 40 40 0 
 臨時利益 0 21 21 
       

支出の部 4,397 4,179 △ 218 
 営業費用 4,333 3,991 △ 342 
  医業費用 4,006 3,685 △ 321 
   給与費 2,558 2,407 △ 151 
   材料費 442 405 △ 37 
   経費 850 739 △ 111 
   減価償却費 141 131 △ 10 
   研究研修費 15 3 △ 12 
  一般管理費 327 306 △ 21 
 営業外費用 53 152 99 
 臨時損失 11 36 25 
       

純利益 98 182 84 

目的積立金取崩額 0 0 0 

総利益 98 182 84 
       

 

  



３ 資金計画  （単位：百万円） 

区分 予算 決算 決算－予算 

資金収入   6,483 4,793 △ 1,690 

 業務活動による収入 4,495 4,328 △ 167 

  診療業務による収入 3,983 3,524 △ 459 

  運営費負担金による収入 439 435 △ 4 

  その他の業務活動による収入 73 369 296 

 投資活動による収入 0 84 84 

  その他の投資活動による収入 0 84 84 

 財務活動による収入 1,988 381 △ 1,607 

  ⾧期借入による収入 1,988 381 △ 1,607 

  その他の財務活動による収入 0 0 0 

 前年度からの繰越金 700 1,342 642 

           

資金支出   6,292 4,573 △ 1,719 

 業務活動による支出 4,224 4,127 △ 97 

  給与費支出 2,853 2,735 △ 118 

  材料費支出 442 414 △ 28 

  その他の業務活動による支出 929 978 49 

 投資活動による支出 1,991 369 △ 1,622 

  有形固定資産の取得による支出 1,991 368 △ 1,623 

  その他の投資活動による支出 0 1 1 

 財務活動による支出 77 77 0 

  ⾧期借入金の返済による支出 0 0 0 

  移行前地方債償還債務の償還による支出 76 31 △ 45 

  その他の財務活動による支出 1 46 45 

 次期中期目標期間への繰越金 891 1,562 671 

        

 

  



第７ 短期借入金の限度額 

限度額７００百万円 

短期の借入は行わなかった。 

 

第８ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

該当なし 

 

第９ 剰余金の使途 

決算において剰余金が発生した場合は、病院施設の整備、医療機器の購入、教育・研

修体制の充実、将来の資金需要に対応するための預金等に充てる。 

 

第 10 料金に関する事項 

１ 料金 

（１）健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）、高齢者の医療の確保に関する法律（昭

和 57 年法律第 80 号）、介護保険法（平成９年法律第 123 号）、その他の法令

等に基づき算定した額 

（２）前号の規定により難いものについては、別に理事⾧が定める額 

２ 料金の減免 

理事⾧は、特別の理由があると認めるときは、料金の全部又は一部を減免すること

ができる。 

 

第 11 地方独立行政法人玉野医療センターの業務運営等に関する規則で定める業務運営に

関する事項 

 

施設及び設備の内容 決算額 財源 

病院施設、医療機器等整備 32 玉野市⾧期借入金等 

新病院建設整備 318 玉野市⾧期借入金等 

 








